
 
 

施工場所：ティンプー市モディタン高校、教員用トイレ棟隣接地 沈殿分離槽＋トレンチ工－６ 

施工期間 ：2013年２月１日 完了日 ：2013年２月９日 

 

・トレンチ№1 

・掘削状況 

 

 

 

・トレンチ№1 

・掘削完了 

 

 

 

 

・トレンチ№1 

・止水シート敷設・毛管砂充填状況 

 

 

 

・トレンチ№1 

・毛管砂充填完了 

 

 

 

 

№1 №2 
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施工場所：ティンプー市モディタン高校、教員用トイレ棟隣接地 沈殿分離槽＋トレンチ工－７ 

施工期間 ：2013年２月１日 完了日 ：2013年２月９日 

 

・トレンチ№1 

・スリット加工管(φ110)敷設 

・毛管礫充填開始 

 

 

・トレンチ№1 

・毛管礫充填完了 

 

 

 

 

 

・トレンチ№1 

・毛管網敷設完了 

 

 

・トレンチ№1 

・被覆土壌(良質土選別)充填状況 
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施工場所：ティンプー市モディタン高校、教員用トイレ棟隣接地 沈殿分離槽＋トレンチ工－８ 

施工期間 ：2013年２月１日 完了日 ：2013年２月９日 

 

・トレンチ№2 

・掘削状況 

 

 

 

・トレンチ№2 

・掘削完了 

 

 

 

 

 

・トレンチ№2 

・止水シート・毛管砂充填 

・スリット加工管(φ110)敷設 

 

 

・トレンチ№2 

・毛管礫充填完了 
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施工場所：ティンプー市モディタン高校、教員用トイレ棟隣接地 沈殿分離槽＋トレンチ工－９ 

施工期間 ：2013年２月１日 完了日 ：2013年２月９日 

 

・トレンチ№2 

・毛管網敷設完了 

 

 

 

・トレンチ№2 

・被覆土壌(良質土選別)充填状況 

 

 

・トレンチ№1・№2 

・被覆土壌(良質土選別)充填仕上げ状況 

 

・トレンチ№1・№2 

・トレンチ部外溝仕上げ状況 
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施工場所：ティンプー市モディタン高校、教員用トイレ棟隣接地 沈殿分離槽＋トレンチ工－１０ 

施工期間 ：2013年２月１日 完了日 ：2013年２月９日 

 

・トレンチ№1・№2 

・トレンチ部外溝完了 

 

 

 

・教員用トイレ棟配管１ 

・トイレ棟内個室便器・２箇所 

・それぞれの既設配管から沈殿分離槽へ導水 

 する切換を行った。(写真破線部分) 

 

 

・教員用トイレ棟配管２ 

 

 

 

・トレンチ分水桝１ 

・トレンチ№1への導水確認 

 

 

 

 

№1 №2 
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施工場所：ティンプー市モディタン高校、教員用トイレ棟隣接地 沈殿分離槽＋トレンチ工－１１ 

施工期間 ：2013年２月１日 完了日 ：2013年２月９日 

 

・トレンチ分水桝２ 

・トレンチ№2への導水確認 

 

 

 

・完成１ 

・沈殿分離槽側より撮影(奥がトレンチ部) 

 

 

 

・完成２ 

・分水桝トレンチ部を撮影 

 

 

・ブータン政府観光局職員2名視察 

・所属 Ｔourism Council of Bhutan 

        Director ServicesDepartment 
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施工場所：ティンプー市モディタン高校、教員用トイレ棟隣接地 沈殿分離槽＋トレンチ工－１２ 

施工期間 ：2013年２月１日 完了日 ：2013年２月９日 

 

・教員用トイレ棟内部１ 

・｢紙を流さないで下さい｣のお願いとゴミ箱の 

 設置を実施。 

 

 

・教員用トイレ棟内部２ 

 

 

 

・教員用トイレ棟内部３ 
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4. 建設コスト 

4.1 個別住宅における建設コスト 

 ４－表１ 土壌脱臭床建設コスト         1Ｎｕ(1.73 円) 

種      別 金  額(Ｎｕ) 金  額(円) 

材料費 11,131 19,257 

直接人件費 3,267 5,651 

直接経費 1,378 2,385 

日本からの材料費 12,139 21,000 

計 27,915 48,293 

技術経費等 

(計の 80％) 

 

22,332 

 

38,634 

 

合      計 

 

50,247 

 

86,927 

 

 ４－表２ 雑排水トレンチ建設コスト       1Ｎｕ(1.73 円) 

種      別 金  額(Ｎｕ) 金  額(円) 

材料費 28,584 49,450 

直接人件費 6,533 11,303 

直接経費 2,757 4,769 

日本からの材料費 12,370 21,400 

計 50,244 86,922 

技術経費等 

(計の 80％) 

 

40,195 

 

69,538 

合      計 

再      計 

90,439 

90,000 

156,460 

156,000 

※トレンチ 1ｍ当り 9,044Ｎｕ(15,650 円) 

 

  4.2 集合処理における建設コスト 

４－表３ 沈殿分離槽＋トレンチ建設コスト    1Ｎｕ(1.73 円) 

種      別 金  額(Ｎｕ) 金  額(円) 

材料費 30,566 52,879 

直接人件費 33,000 57,090 

直接経費 2,090 3,616 

日本からの材料費 45,509 78,730 

計 111,165 192,315 

技術経費等 

(計の 80％) 

 

88,932 

 

153,852 

合      計 

再      計 

200,097 

200,000 

346,167 

346,000 

   

４－表４ 沈殿分離槽コスト・トレンチ建設コスト 1Ｎｕ(1.73 円) 

種      別 金  額(Ｎｕ) 金  額(円) 

トレンチ建設コスト 90,000 156,000 

沈殿分離槽建設コスト 110,000 190,000 

        

計 200,000 346,000 
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5.既設下水処理場の現状調査 

 

5.1 ティンプーの既設下水処理場の現状 

ティンプー市の既設下水処理場は、以下の状況で現在稼動中である。 

 

５－表１ ティンプー市既設処理場概要 

項 目 概 要 備 考 

処理方式 酸化安定池法  

計画処理人口 12,500 人 25,000 人規模まで拡張予定 

計画流入水量 1,750m3/日  

流入水質 BOD 325mg/㍑  

放流水質 BOD  50mg/㍑ 除去率 85% 

処理池面積① 670 ㎡ ５－図１参照 

処理池面積② 760 ㎡ ５－図１参照 

処理池面積③ 10,380 ㎡ ５－図１参照 

処理池面積④ 4,490 ㎡ ５－図１参照 

処理池面積⑤ 10,740 ㎡ ５－図１参照 

処理池面積⑥ 4,400 ㎡ ５－図１参照 

処理池面積計 31,440 ㎡ ５－図１参照 

 

 

5.2 ティンプーの既設下水処理場の問題点 

・ 覆蓋がなく、臭気対策及び病原菌飛散等の二次公害対策が施されていない。 

・ 滞留日数が長く、広大な敷地面積が必要となっている。 

既設処理場を５－図１に示す。 
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５－図１ ティンプー市既設下水処理場 
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5.3 ティンプーの既設下水処理場の改修案 

ティンプー市下水既設処理場の改修案を５－表２に示す。 

 

５－表２ ティンプー市下水既設処理場の改修案 

項 目 改修案 

処理方式 土壌被覆型接触酸化法 

施設概要 

・W15.0×L30.0×H5.0 程度 

×4 系列 

・1 系列当り 440m3/日 

・計画水量 1,760m3/日 

・放流水質 BOD20mg/㍑ 

・除去率 95% 

長所 

・処理槽上部を土壌被覆することで臭気及び二次公害発生を防止。 

・他の方式に比べて、設置面積は小さい。 

・既存施設の⑥池の箇所に納まるため、残りの 27,000 ㎡は緑地もしくは、

他の施設として利用可能。 

短所 

・接触酸化槽でエアレーションをするため等の機器が必要、そのための動

力源が必要。 

・深さが 5m 程度と、若干深くなる。 

施設建設金額 370,910 千 Nu 

評価 ◎ 

総評 

市街地の下水処理場を建設する場合は、流入水量が多くなる。従ってブ

ータンのように急峻な山に囲まれた国で、平坦地の少ないところでは、土

壌被覆工法を利用する。この工法は汚水を浄化するために電気エネルギー

を必要とするが、現在のオープン処理場の空間を緑地公園として利用する

ことが可能になる。汚水処理槽は、図のような場所で設置できるために残

った空間をサッカーグラウンドや子供たちが遊事のできる公園として利用

できる。 

 土壌被覆工法は、流入水量が増加する場合には増設工事が簡単に追加で

きるために、過大処理場を建設する必要は無い。 

 
既設処理場改修案平面図を５－図２に示す。 
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５－図２ ティンプー市既設下水処理場 改修案 

 

Ⅱ－53



 

 

 

 

Ⅲ.ブータン全国下水道整備計画 





1. ブータン全国下水道整備計画の概要 

1.1 全国下水道整備計画の目的 

ブータンでは、首都ティンプー市の下水道も十分に未整備された状況でない。今までは自

然との共生をテーマに、生ごみ等も土壌で分解できる範囲の生活が行われていた。テレビや

コンピューターの利用により、近代的な情報が入手出来るようになると、生活の仕方も

変化しはじめている。 

土壌浄化法は、小規模下水道を可能にする技術であるために、未整備の今の状況だからこそ有

効な手法といえる。今回の調査において、ブータン全域を対象にした生活排水処理の基本計画

を策定することにより、今後の生活排水処理整備の概要を把握する事を目的とする。 

 

1.2 全国下水道整備計画対象地域 

 基本的にブータン全域とする。詳細検討に当っては、パロ県をサンプルとし集合処理と個

別処理に区分し、集合処理に関しては、区域、規模、箇所数等について検討する。 

 

2. ブータンにおける水質汚濁対策の現状 

2.1 ブータンにおける水質汚濁の状況 

ブータンにおける水質汚濁の状況を把握している機関は、国家環境委員会で 1988 年よりブ

ータン全土 172 地点でモニタリングしている。水質環境項目としては、COD、T-N、T-P、ｐH

等であるがモニタリングは不定期でデータの欠如も多い。河川の水質汚濁状況として COD に

ついてまとめたものを参考資料に示す。このモニタリングポイントの設定については、都市

部周の河川環境を示したものである。 

基本的にブータンの主要河川は、標高差のある国土であるため、全ての河川が急流であり

かつヒマラヤ山脈の氷河等を源とすることから渇水期でも水量が豊富である。このような状

況から、主要河川の水質は比較的良好であるが、都市部を流れる小河川並び排水路の合流地

点では COD 等の水質の悪化が見られる。特に首都であるティンプー市繁華街の排水路からテ

ィンプー川に合流する付近では COD18mg/l（年間平均）を示す。その他の地区でも場所によ

っては高い値を示すポイントはあるものの平均的には 1～2mg/l 前後であり徐々に水質汚濁

が進行しつつあるものと考えられる。 

 

2.2 ブータンにおける水質汚濁対策の現状 

 ブータンにおける水質汚濁対策としては、水質環境基準の設定が行われているほか、特定

施設においては、排水基準が設けられている。 

都市における下水道事業に関しては全国で 4 箇所の下水処理場が建設され稼働している。

これらの施設は、デンマークの国際開発援助によるより建設されたものであるが、一部拡張

計画（アジア銀行からの融資を受けてブータンが実施）はあるものの、ブータンが順調な経

済成長を遂げていることから、今後同国からの国際開発援助は数年以内に打ち切られる事が

決定している。 
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3. 下水道セクターの制度的・組織的枠組み 

3.1 下水道セクターの制度 

 ブータン国内では、首都ティンプーの他 3 箇所で下水道整備が行われているが、海外から

の援助によるものである。今回の調査では、これらの下水道整備を司る MOWHS でヒアリング

を行うと共にティンプーにある下水処理場を見学させていただいた。 

 ブータンにおける下水道セクターの制度は、現在確立したものが無く今後整備して行く状

況にあると見られた。 

 現状としては、下水道整備区域の把握が十分されて無い事や処理場に流入する下水も計画

容量の 2 倍近い水量が流入してくる等、適切な下水道計画に基づき整備されている状況でな

い事が伺われた。 

また、環境法をサポートする法令は NEC によって整備されている。河川の水質環境基準や

下水道施設からの排水基準等は、インドの技術協力により策定されたものである。しかしな

がら、基準となる BOD 等を分析する機関が少なくかつ精度にも問題が有り、法の実際の効果

は非常に弱いといえる。（NEC において BOD 分析可能な人材は JICA のボランテアのみである） 

ティンプーの処理場では施設内で分析している状況で、その精度確保が難しい状況にある

ようである。（NEC では BOD 測定のための希釈倍率について留意する様にとの報告書が作成さ

れている） 

 今後は、下水道法やブータンに適した計画設計の指針、施設の維持管理指針等の整備とと

もに関連する汚泥処理処分施設、検査機関の設置や分析技術向上等、制度構築から始まり関

連施設整備、技術者の養成等ほぼ全てをブータンとして構築して行く必要がある。 

 

3.2 組織的枠組み 

ブータンでは下水道法等の法整備がされていない。このため下水を集合処理するための施

設であって、公共事業として整備が行われるもの全体をここでは下水道等と呼ぶ。 

現在のブータンにおける下水道セクターの制度はいささか複雑である。原則として、都市

の下水道等に関する事項は公共事業省（MOWHS）、都市周辺の集落などの集合処理は保健省

（MOH）によって取組まれているが、海外からの技術導入に関しては国民総幸福委員会（GNHC）

によって事前に審査される。また下水道等からの排水を規制管理するのは国家環境委員会

（NEC）によって取組まれている。 

 

4. 下水道セクターの投資計画と財政状況 

今回の調査では下水道セクターでの制度が確立されていない中、投資計画や財政状況の確

認まで調査内容を広げる事ができない状況であった。 
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5．設計諸元 

5.1 計画策定における基本方針 

下水道整備計画は、2 段階に区分し策定される、即ち①マクロプランと②マスタープラン

である。マクロプラン策定に当っては、下水道整備長期目標を構成する基本設計諸元につい

て検討を行う。計画目標年次・排除方式・集合処理区域・計画人口・計画汚水量・計画汚濁

負荷量、下水処理方式等の検討である。次いでマスタープランは、ブータンの玄関口であり

ながら下水道整備が行われていないパロ県において実施する。 

下水道施設規模は、目標年次における下水量で決定される。計画下水量は計画処理人口に

汚水量原単位を乗じて求める。更に流入下水の水質を下水処理施設設計のため策定する。こ

れらの設計諸元に関する検討を行う。 

※ブータンにおける下水道整備計画：ブータンでは下水道法等の法整備がされていない。

このため下水を集合処理するための施設であって、公共事業として整備が行われるもの全体

をここでは下水道等と呼ぶ。 

また、下水の処理を下水道等で行うのが適当な区域を集合処理区域と呼ぶ。これに対して

下水の処理を下水道等以外で行うのが適当な区域を個別処理区域と呼ぶ。 

 

(1)計画目標年次 

下水道は、その施設の耐用年数が長期にわたることや管渠などは段階的に能力を増大させ

る事が困難である事等から長期的計画にもとづいて整備しなければならない。したがって推

定可能な期間として計画目標年次を基準年から概ね 20～30 年と定める事を原則としている。

「下水道施設計画・設計指針と解説 2009 日本下水道協会」 

今回の調査では「Statistical Yearbook of Bhutan 2012」に示されている人口予測の期間

2030 年を計画目標年次として設定する。 

計画目標年次：2030 年 

 

(2)下水の排除方式及びその決定の理由 

下水道排除方式には、分流式と合流式がある。分流式は汚水と雨水を別々の管渠系統で、

合流式は同一の管渠系統で排除する方式である。 

合流式は単一管渠で汚水と雨水を排除するため、雨水排除施設が整っていない地域では、

分流式に比べ施工が容易で経済的に有利となる場合がある。しかし、合流式は降雨時に一定

倍率以上に希釈された汚水が直接放流されるため、公共用水域の水質保全面では分流式が優

れている。ブータンにおける既設下水道も分流式で整備が進められていることから、ここで

は、分流式を採用する。 

下水の排除方式：分流式 

 

(3)集合処理区域 

集合処理区域の設定方法は、マスタープランにおいては以下の項目に留意して線引きする。 

① 集落界及び集落特性 

② 家屋間限界距離（限界距離を 100ｍと設定） 

③ 集合処理最低戸数（10 戸以上） 

④ 接続ルート沿いの個別処理家屋の取り込み 

⑤ 地形的分断線（大河川、逆勾配、道路、農地区画、排水路等） 

マクロプランにおいては、「Statistical Yearbook of Bhutan 2012」において県別排水路

普及率が示されており、この整備率を各県人口に乗じこれを集合処理人口とした。ここで県

別排水路普及率を用いた理由は、排水路網が整備されている箇所は都市部並びに集落地域で

あり、孤立した住宅ではなく集合処理が可能な範囲を示しているものと考えた。 

尚、集合処理人口以外は個別処理人口となる。 
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「Statistical Yearbook of Bhutan 2012」より 

５－表１ 県別排水路普及率 
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5.2 人口予測 

 

(1)一般事項 

計画処理人口は下水道施設整備計画の規模を決定する最も基本的な設計緒元である。計画

処理人口は目標年次における将来人口で、将来人口過去の人口データに基づき予測される。 

ブータンの人口データは 2005 年人口及び住宅センサスを基本としており、2005 年 5 月 31

日時点のブータンの人口は、634,982 人であった。 

 

(2)人口予測 

2005 年の人口及び住宅センサスを基にブータン政府は、コホート要因法による人口予測を

行っているこの結果を以下に示す。  

 

「Statistical Yearbook of Bhutan 2012」より 

５－表２ ブータン人口予測2010～2030年 
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(3)各県人口予測 

各県別人口と集合処理人口、個別処理人口を以下に示す。集合処理人口は県別人口に排水

路普及率を乗じた値である。 

 

 

 

５－表３ 県別人口予測及び集合処理個別処理人

2010 2013 2015 2020 2025 2030
№ 県名 県名 人口区分

予　測　年

1 Bumthang ブムタン県

2 Chhukha チュカ県

3 Dagana ダガナ県

4 Gasa ガサ県

5 Haa ハ県

6 Lhuentse ルンツェ県

7 Mongar モンガル県

8 Paro パロ県

9 Pema Gatshel ペマガツェル県

10 Punakha プナカ県

11 Samdrup Jongkhar サムドゥプ・ジョンカル県

12 Samtse サムツェ県

13 Sarpang サルパン県

14 Thimphu ティンプー県

15 Trashigang タシガン県

16 Trashi Yangtse タシ・ヤンツェ県

17 Trongsa トンサ県

18 Tsirang チラン県

19 Wangdue Phodrang ワンデュ・ポダン県

20 Zhemgang シェムガン県

計 Bhutan ブータン全土

県内人口

県内人口

県内人口

県内人口

県内人口

県内人口

県内人口

県内人口

県内人口

県内人口

県内人口

県内人口

県内人口

40,653 42,843

県内人口

県内人口

県内人口

県内人口

県内人口

県内人口

21,274 22,163

県内人口

国内人口

17,547 18,412

25,070 26,553

12,586 13,147

81,363 85,608 88,342 94,699 99,564 103,723

18,965 20,235

27,522 29,138 30,635 31,915

15,318 15,957

3,404 3,580 3,692 4,047 4,255 4,433

16,530 17,200 17,618 19,426 20,423 21,277

13,501 14,569

44,258 46,945 49,357 51,418

50,53248,50646,13643,16841,85239,804

23,777 24,646 25,180 27,519 28,933 30,142

25,650 26,981 27,838 29,948 31,486 32,801

65,387 68,579 70,618 76,083 79,992 83,333

37,307 39,405

45,637 47,754

45,953 47,87240,768 43,707

50,208 52,305

104,214 111,305 116,012 121,410 127,646 132,978

41,300 43,915

22,663

52,538 54,768 56,168 61,514 64,674 67,376

24,823

14,712 15,502 16,012 16,997 17,870 18,617

19,314 20,266 20,874

20,254 21,209 21,816 23,473 24,678 25,709

23,827

34,320 36,279 37,553 39,660 41,698 43,440

20,091 20,656 21,501 23,473 24,678 25,709

850,976 886,523695,821 732,706 757,043 809,397

Ⅲ－6



5.3 下水水量及び水質 

下水水量及び水質は、下水道施設の計画・設計の基礎数値であり、日変動、時間変動を勘案

して計画 1 日平均汚水量、計画 1 日最大汚水量、計画時間最大汚水量を求めるのが一般的であ

る。日本の下水道では計画 1 日最大汚水量を用いて処理場等の施設設計を行ない、計画時間最

大汚水量で管渠設計を行う事となっている。 

ブータンでのこれまでの調査の結果、既設の下水処理場では、下記の原単位を用いて設計し

ており変動率の設定はされていなかった。上水道や既設処理場の流入実績が整備されていない

状況では変動率を求めるのは困難である。従って既存設計値を計画 1日平均汚水量とみなす。 

 

(1)下水量原単位 

ブータンの上水関連データは全く整備されていないため、正確な下水量原単位予測は極め

て困難である。従って、既存報告書（Design of Thimphu and Phuentsholing Waste 

Stabilisation Ponds）に記載されている首都ティンプー市の下水道計画値に基づいて下水量

原単位を予測する。既存報告書による下水量原単位を以下に示す。 

 

５－表４ 既存報告書による設計値 

地区 Thimphu 

下水道計画人口（人） 12,500 

下水量原単位（㍑/人） 140 

計画下水量（ｍ3/日） 1,750 

 

下水量原単位：140 ㍑/日 

 

(2)下水水質 

下水水質についても、既存報告書（Design of Thimphu and Phuentsholing Waste 

Stabilisation Ponds）に記載されている首都ティンプー市の下水道計画値に基づいて下水水

質を算定する。既存報告書による下水水質と下水量原単位を以下に示す。 

 

５－表５ 汚濁負荷及び計画下水水質    

項目 汚濁負荷量（ｇ/日・人） 計画下水水質（mg/l） 

ＢＯＤ 45 325 

 

汚濁負荷量原単位（BOD）：45ｇ/日・人 
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5.4 下水処理方式 

下水処理方式は、2 つの処理方式を提案する。基本的には都市：公共事業省（MOWHS）、集

落：保健省（MOH）、の所管する都市及び集落の下水道についてはスケールメリットが発揮さ

れるため集合処理として土壌被覆型工法を、保健省（MOH）の所管する個別・小規模集合処理

には毛管浸潤トレンチ工法提案する。以下にその概要を示す。 

 

５－表６ 下水処理方式 

項  目 
集合処理 

（土壌被覆型工法） 

個別・小規模集合処理 

（毛管浸潤トレンチ工法） 

概要 

土壌被覆型工法は、接触酸化法の水処理槽

を土壌で被覆したものであり、臭気や処理

によって発生する泡の飛散など二次公害

を防止する事が可能な処理方式である。汚

水が水処理槽に流入した後は、水槽の中を

押し流されて移流する事によって処理す

る技術である。 

 

毛管浸潤トレンチ工法は、比較的低濃度（一次処

理または二次処理した後の処理水）の汚水を不飽

和流動によって生物的活性の高い土壌部分に導

き、有機物を酸化分解させる工法である。 

毛管浸潤トレンチ工法の特徴は、電気エネルギー

などを使用しないで高度な処理水が確保できる

事にある。また、維持管理が容易である事や放流

水が流れ出ないので水域への負担が少なく自然

にやさしい工法である。その反面、広い土壌空間

を必要とすると共に浄化能力を自然の力にたよ

る装置であるため設置場所での土壌調査を必要

とし、この結果から設置が可能であるか判断する

等、条件が合わなければ設置できない。 

フロー  

沈殿分離（セプテックタンク）  トレンチ 

所管 
都市：公共事業省（MOWHS） 

集落：保健省（MOH） 
保健省（MOH） 

適用する規模等 
都市及び集落の下水道 

 

個別・小規模集合処理 

個別処理 

処理施設 

1ｍ3当りの 

建設金額 

1,100 千円/ｍ3 

↓ 

212 千 Nu/ｍ3 

295 千 Nu/ｍ3 

 

 

流
入
水 

流
入 

沈
殿
分
離
槽 

接
触
酸
化
槽 

沈
殿
接
触
ろ
過
槽 

塩
素
混
和
槽 

放
流 
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6. 下水道施設整備計画マスタープランの策定 

 

6.1 下水道整備区域の策定 

「5.設計諸元」を元に、パロ県をモデルとして下水道施設整備計画マスタープランの策定

を行う。 

 

6.2 パロ県集合処理区域面積の算定 

パロ県の下水道区域は、地形図及び設計諸元を元に算定した。 

集合処理区域を、６－表１に示す。 

 

６－表１ パロ県集合処理区域面積 

区 域 名 処理区面積 備 考 

Ａ 36ha 集落集合処理区域 

Ｂ 19ha 集落集合処理区域 

Ｃ 16ha 集落集合処理区域 

Ｄ 12ha 集落集合処理区域 

Ｅ 20ha 集落集合処理区域 

Ｆ 5ha 集落集合処理区域 

Ｇ 4ha 集落集合処理区域 

Ｈ 31ha 集落集合処理区域 

   

パロ市中央 95ha 都市集合処理区域 

   

合 計 238ha  

 

パロ県の集合処理区域を、６－図１に示す。 
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６－図１ パロ県下水道整備計画図 
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6.3 処理区域人口 

処理区域人口は、現在人口の 2013 年の集合処理可能人口「32,000 人」を元にした。 

集合処理可能人口は、水路整備が完了している区域と仮定し、ブータンの都市部の割合で

ある 30％を集合処理可能人口に乗じた値を集合処理区域人口とした。 

各処理区に人口は、処理区域の面積比率を集合可能人口に乗じた値とした。 

集合処理区域人口を、６－表２に示す。 

 

６－表２ パロ県集合処理区域人口 

区 域 名 処理区域人口 処理区面積比率 備 考 

Ａ 1,510 人 15.1%  

Ｂ 800 人 8.0%  

Ｃ 670 人 6.7%  

Ｄ 500 人 5.0%  

Ｅ 840 人 8.4%  

Ｆ 210 人 2.1%  

Ｇ 170 人 1.7%  

Ｈ 1,300 人 13.0%  

    

パロ市中央 4,000 人 40.0%  

    

合 計 10,000 人 100.0%  

 

6.4 個別・小規模集合処理人口 

個別・小規模集合処理人口は、設計諸元の 2013 年のパロ県の全体人口から、集合処理区域

人口を減じた値とする。 

個別・小規模集合処理人口 ＝ 42,000 人（全体人口）－10,000 人（集合処理区域人口） 

             ＝ 32,000 人（個別・小規模集合処理人口） 

 

6.5 各処理区域下水処理水量 

各処理区域下水処理水量は、設計諸元の 1 人当り 140 ㍑/日を元にした。 

各処理区域下水処理水量を、６－表３に示す。 

 

６－表３ 各処理区域下水処理水量 

区 域 名 下水処理水量 備 考 

Ａ 210 m3/日 1,510 人×140 ㍑/人・日／1,000 ㍑ 

Ｂ 110 m3/日 800 人×140 ㍑/人・日／1,000 ㍑ 

Ｃ 90 m3/日 670 人×140 ㍑/人・日／1,000 ㍑ 

Ｄ 70 m3/日 500 人×140 ㍑/人・日／1,000 ㍑ 

Ｅ 120 m3/日 840 人×140 ㍑/人・日／1,000 ㍑ 

Ｆ 30 m3/日 210 人×140 ㍑/人・日／1,000 ㍑ 

Ｇ 20 m3/日 170 人×140 ㍑/人・日／1,000 ㍑ 

Ｈ 180 m3/日 1,300 人×140 ㍑/人・日／1,000 ㍑ 

   

パロ市中央 560 m3/日 4,000 人×140 ㍑/人・日／1,000 ㍑ 

   

個別・小規模集合処理 4,480 m3/日 32,000 人×140 ㍑/人・日／1,000 ㍑ 
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6.6 処理施設建設金額 

集合処理施設の建設金額は、日本における同処理方式の処理場の工事金額を処理量比率に

て 1m3当りの単価を算出し、建設金額を算出する。 

 

６－表４ 処理施設建設工事費 

処理施設名 処理施設建設金額 処理水量 1m3当り単価 備 考 

A 町 J浄化センター 292,959 千円 351.0 m3/日 835 千円/m3  

A 町 N 浄化センター 111,363 千円 75.6 m3/日 1,473 千円/m3  

A 市 S 浄化センター 809,450 千円 810.0 m3/日 999 千円/m3  

A 市 U 処理場 360,804 千円 318.6 m3/日 1,132 千円/m3  

T 町 S 浄化センター 263,513 千円 261.9 m3/日 1,006 千円/m3  

     

平均値 367,618 千円  1,089 千円/m3  

採用値   1,100 千円/m3  

 

 

個別・小規模集合処理の建設金額は、現地ブータンにてモデル施設を建設したときの価格

である「295 千 Nu/m3」とする。 

各処理区域の処理施設建設金額を、６－表５に示す。 

 

６－表５ 各処理区域処理施設建設金額 

区 域 名 下水処理水量 処理施設建設金額 備 考 

Ａ 210 m3/日 231,000 千円 210 m3/日×1,100 千円 

Ｂ 110 m3/日 121,000 千円 110 m3/日×1,100 千円 

Ｃ 90 m3/日 99,000 千円 90 m3/日×1,100 千円 

Ｄ 70 m3/日 77,000 千円 70 m3/日×1,100 千円 

Ｅ 120 m3/日 132,000 千円 120 m3/日×1,100 千円 

Ｆ 30 m3/日 33,000 千円 30 m3/日×1,100 千円 

Ｇ 20 m3/日 22,000 千円 20 m3/日×1,100 千円 

Ｈ 180 m3/日 198,000 千円 180 m3/日×1,100 千円 

    

パロ市中央 560 m3/日 616,000 千円 560 m3/日×1,100 千円 

    

個別・小規模集合処理 4,480 m3/日 1,321,600千 Nu 4,480 m3/日×295 千 Nu 
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6.7 処理区域集水管路延長 

汚水集水のための管路延長は、都市部と集落部の ha 当りの管路延長をサンプルとして算出

し、その平均値を下水道整備計画における ha 当りの集水管路延長とする。 

都市部と集落部管路を次に示す。 

 

 

６－図２ 都市部集水管路サンプル図 

 

 

６－図３ 集落部集水管路サンプル図 

 

都市部集水管路延長 ＝ 79+31+88+25+82 ＝ 305m/ha 

集落部集水管路延長 ＝ 27+20+33+12+17 ＝ 109m/ha 

 

下水道整備 ha 当りの集水管路延長 ＝ （305+109）÷2 ≒ 200m/ha とする。 

 

各処理区域の集水管路延長を、６－表６に示す。 
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６－表６ 各処理区域の集水管路延長 

区 域 名 処理区面積 集水管路延長 備 考 

Ａ 36ha 7,200 ｍ 36ha×200ｍ/ha 

Ｂ 19ha 3,800 ｍ 19ha×200ｍ/ha 

Ｃ 16ha 3,200 ｍ 16ha×200ｍ/ha 

Ｄ 12ha 2,400 ｍ 12ha×200ｍ/ha 

Ｅ 20ha 4,000 ｍ 20ha×200ｍ/ha 

Ｆ 5ha 1,000 ｍ 5ha×200ｍ/ha 

Ｇ 4ha 800 ｍ 4ha×200ｍ/ha 

Ｈ 31ha 6,200 ｍ 31ha×200ｍ/ha 

    

パロ市中央 95ha 19,000 ｍ 95ha×200ｍ/ha 

    

合計 238ha 47,600 ｍ  

 

 

6.8 処理区域集水管路建設金額 

管路の建設金額は、「効率的な汚水処理施設整備のための都道府県構想マニュアル」に掲

載されている、1ｍ当り 65 千円の値を採用した。 

各処理区域集水管路の建設金額を、６－表７に示す。 

 

６－表７ 各処理区域集水管路建設金額 

区 域 名 集水管路延長 集水管路建設金額 備 考 

Ａ 7,200 ｍ 468,000 千円 7,200ｍ×65 千円 

Ｂ 3,800 ｍ 247,000 千円 3,800ｍ×65 千円 

Ｃ 3,200 ｍ 208,000 千円 3,200ｍ×65 千円 

Ｄ 2,400 ｍ 156,000 千円 2,400ｍ×65 千円 

Ｅ 4,000 ｍ 260,000 千円 4,000ｍ×65 千円 

Ｆ 1,000 ｍ 65,000 千円 1,000ｍ×65 千円 

Ｇ 800 ｍ 52,000 千円 800ｍ×65 千円 

Ｈ 6,200 ｍ 403,000 千円 6,200ｍ×65 千円 

    

パロ市中央 19,000 ｍ 1,235,000 千円 19,000ｍ×65 千円 

    

合計 47,600 ｍ 3,094,000 千円  
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6.9 パロ県下水道整備概算事業費 

パロ県の下水道整備計画の事業費を６－表８に示す。 

 

６－表８ パロ県下水道整備計画 施設建設金額 

処理施設名 処理施設建設金額 集水管路建設金額 合 計 備 考 

Ａ 231,000 千円 468,000 千円 699,000 千円  

Ｂ 121,000 千円 247,000 千円 368,000 千円  

Ｃ 99,000 千円 208,000 千円 307,000 千円  

Ｄ 77,000 千円 156,000 千円 233,000 千円  

Ｅ 132,000 千円 260,000 千円 392,000 千円  

Ｆ 33,000 千円 65,000 千円 98,000 千円  

Ｇ 22,000 千円 52,000 千円 74,000 千円  

Ｈ 198,000 千円 403,000 千円 601,000 千円  

     

パロ市中央 616,000 千円 1,235,000 千円 1,851,000 千円  

     

個別・小規模集合処理分 1,321,600 千 Nu  1,321,600 千 Nu  

 

ブータン通貨の Nu に換算したパロ県の下水道整備計画の事業費を６－表９に示す。 

換算は、次の通りとする。 

Nu 換算＝物価指数を 1/3 換算レート 1.73（2013/2/20 現在） 

建設金額（日本円）×1/3（物価指数）／1.73 

個別・小規模集合処理は、現地価格で算出したため、Nu 表示としている。 

      

６－表９ パロ県下水道整備計画 施設建設金額 

処理施設名 処理施設建設金額 集水管路建設金額 合 計 備 考 

Ａ 44,510 千 Nu 90,170 千 Nu 134,680 千 Nu  

Ｂ 23,310 千 Nu 47,590 千 Nu 70,900 千 Nu  

Ｃ 19,080 千 Nu 40,080 千 Nu 59,160 千 Nu  

Ｄ 14,840 千 Nu 30,060 千 Nu 44,900 千 Nu  

Ｅ 25,430 千 Nu 50,100 千 Nu 75,530 千 Nu  

Ｆ 6,360 千 Nu 12,520 千 Nu 18,880 千 Nu  

Ｇ 4,240 千 Nu 10,020 千 Nu 14,260 千 Nu  

Ｈ 38,150 千 Nu 77,650 千 Nu 115,800 千 Nu  

     

パロ市中央 118,690 千 Nu 237,960 千 Nu 356,650 千 Nu  

     

個別・小規模集合処理分 1,321,600 千 Nu  1,321,600 千 Nu  

     

合計 1,616,210 千 Nu 596,150 千 Nu 2,212,360 千 Nu  
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7．概算事業費及び事業実施計画 

7.1 各県別の事業計画策定方法 

県別人口及びマスタープラン等で得られた情報を基に、以下に示す手順で目標年次である

2030 年の県別事業計画を策定する。その後、概算事業費を県毎に算出する。 

 

県別人口 

排水路が普及

している 
No 

Yes 

都市化及び集

落化している 

70％ 
個別・小規模集合処理人口 

30％ 

都市及び集落の 
集合処理人口 

個別・小規模集合処理 
毛管浸潤トレンチ工法 

保健省（MOH）所管 

集合処理 
土壌被覆型工法 

都市 60％：公共事業省（MOWHS）所管 
集落 40％：保健省（MOH）所管 

県内の人口の排水路普及人

口のうち、都市部割合であ

るの 30%が都市部及び集落

を形成しているものと区分

し、集合処理の対象とし、

残りは個別・小規模集合処

理に分類する。 
ただし、ティンプーとチュ

カ県については、都市化し

ていることを考慮し排水路

普及人口を集合処理人口と

する。 

県別排水路普及率を基に集

合処理と個別処理に分け

る。県別の排水路普及率は

表 5-1 に示す。 

７－図１ 集合処理と個別・小規模集合処理区分フロー 

都市と集落の比率は、現在

のパロの比率が都市 40％、

集落 60％となっているが

2030 年にはどの県も都市

化が進むことが考えられる

ので目標年次の 2030 年に

は都市が 60％、集落が 40％
とした。 
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７－表１ 県別処理規模 1/2 
予　測　年
2030

人 % % 人 % 人 ｍ
3
/人 m

3
/日

県内人口 22,163

集合処理可能人口 78.1 17,309

集合処理区域人口 30.0 5,193

都市集合処理人口 60 3,116 0.14 437 14%

集落集合処理人口 40 2,077 0.14 291 9%

個別・小規模集合処理人口 16,970 16,970 0.14 2,376 77%

県内人口 103,723

集合処理可能人口 50.3 52,173

集合処理区域人口 50.3 26,243

都市集合処理人口 60 15,746 0.14 2,205 15%

集落集合処理人口 40 10,497 0.14 1,470 10%

個別・小規模集合処理人口 77,480 77,480 0.14 10,848 75%

県内人口 31,915

集合処理可能人口 59.9 19,117

集合処理区域人口 30.0 5,735

都市集合処理人口 60 3,441 0.14 482 11%

集落集合処理人口 40 2,294 0.14 322 7%

個別・小規模集合処理人口 26,180 26,180 0.14 3,666 82%

県内人口 4,433

集合処理可能人口 39.2 1,738

集合処理区域人口 30.0 521

都市集合処理人口 60 313 0.14 44 7%

集落集合処理人口 40 208 0.14 30 5%

個別・小規模集合処理人口 3,912 3,912 0.14 548 88%

県内人口 15,957

集合処理可能人口 78.6 12,542

集合処理区域人口 30.0 3,763

都市集合処理人口 60 2,258 0.14 317 14%

集落集合処理人口 40 1,505 0.14 211 9%

個別・小規模集合処理人口 12,194 12,194 0.14 1,708 76%

県内人口 21,277

集合処理可能人口 58.0 12,341

集合処理区域人口 30.0 3,702

都市集合処理人口 60 2,221 0.14 311 10%

集落集合処理人口 40 1,481 0.14 208 7%

個別・小規模集合処理人口 17,575 17,575 0.14 2,461 83%

県内人口 51,418

集合処理可能人口 69.8 35,890

集合処理区域人口 30.0 10,767

都市集合処理人口 60 6,460 0.14 905 13%

集落集合処理人口 40 4,307 0.14 603 8%

個別・小規模集合処理人口 40,651 40,651 0.14 5,692 79%

県内人口 50,532

集合処理可能人口 75.7 38,253

集合処理区域人口 30.0 11,476

都市集合処理人口 60 6,886 0.14 965 14%

集落集合処理人口 40 4,590 0.14 643 9%

個別・小規模集合処理人口 39,056 39,056 0.14 5,468 77%

県内人口 30,142

集合処理可能人口 50.2 15,131

集合処理区域人口 30.0 4,539

都市集合処理人口 60 2,723 0.14 382 9%

集落集合処理人口 40 1,816 0.14 255 6%

個別・小規模集合処理人口 25,603 25,603 0.14 3,585 85%

県内人口 32,801

集合処理可能人口 74.6 24,470

集合処理区域人口 30.0 7,341

都市集合処理人口 60 4,405 0.14 617 13%

集落集合処理人口 40 2,936 0.14 412 9%

個別・小規模集合処理人口 25,460 25,460 0.14 3,565 78%

各事業の
整備率

集合処理人口
個別処理人口区分排水路普及率人口区分

ブータン国
都市部比率 都市集落区分率 処理方式別人口 下水量原単位 下水量県名

ブムタン県

チュカ県

ダガナ県

ガサ県

ハ県

ルンツェ県

モンガル県

パロ県

ペマガツェル県

プナカ県
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７－表２ 県別処理規模 2/2 
予　測　年

2030 都市集落区分率 処理方式別人口 下水量原単位 下水量

人 % 人 % 人 ｍ3/人 m3/日

県内人口 47,872
集合処理可能人口 46.8 22,404
集合処理区域人口 30.0 6,721
都市集合処理人口 60 4,033 0.14 565 8%
集落集合処理人口 40 2,688 0.14 377 6%
個別・小規模集合処理人口 41,151 41,151 0.14 5,762 86%
県内人口 83,333
集合処理可能人口 44.6 37,167
集合処理区域人口 30.0 11,150
都市集合処理人口 60 6,690 0.14 937 8%
集落集合処理人口 40 4,460 0.14 625 5%
個別・小規模集合処理人口 72,183 72,183 0.14 10,106 87%
県内人口 52,305
集合処理可能人口 55.6 29,082
集合処理区域人口 30.0 8,725
都市集合処理人口 60 5,235 0.14 733 10%
集落集合処理人口 40 3,490 0.14 489 7%
個別・小規模集合処理人口 43,580 43,580 0.14 6,102 83%
県内人口 132,978
集合処理可能人口 69.5 92,420
集合処理区域人口 69.5 64,232
都市集合処理人口 60 38,539 0.14 5,396 29%
集落集合処理人口 40 25,693 0.14 3,598 19%
個別・小規模集合処理人口 68,746 68,746 0.14 9,625 52%
県内人口 67,376
集合処理可能人口 53.6 36,114
集合処理区域人口 30.0 10,834
都市集合処理人口 60 6,500 0.14 910 10%
集落集合処理人口 40 4,334 0.14 607 6%
個別・小規模集合処理人口 56,542 56,542 0.14 7,916 84%
県内人口 24,823
集合処理可能人口 75.9 18,841
集合処理区域人口 30.0 5,652
都市集合処理人口 60 3,391 0.14 475 14%
集落集合処理人口 40 2,261 0.14 317 9%
個別・小規模集合処理人口 19,171 19,171 0.14 2,684 77%
県内人口 18,617
集合処理可能人口 47.4 8,824
集合処理区域人口 30.0 2,647
都市集合処理人口 60 1,588 0.14 223 9%
集落集合処理人口 40 1,059 0.14 149 6%
個別・小規模集合処理人口 15,970 15,970 0.14 2,236 86%
県内人口 25,709
集合処理可能人口 36.9 9,487
集合処理区域人口 30.0 2,846
都市集合処理人口 60 1,708 0.14 240 7%
集落集合処理人口 40 1,138 0.14 160 4%
個別・小規模集合処理人口 22,863 22,863 0.14 3,201 89%
県内人口 43,440
集合処理可能人口 76.1 33,058
集合処理区域人口 30.0 9,917
都市集合処理人口 60 5,950 0.14 833 14%
集落集合処理人口 40 3,967 0.14 556 9%
個別・小規模集合処理人口 33,523 33,523 0.14 4,694 77%
県内人口 25,709
集合処理可能人口 61.0 15,682
集合処理区域人口 30.0 4,705
都市集合処理人口 60 2,823 0.14 396 11%
集落集合処理人口 40 1,882 0.14 264 7%
個別・小規模集合処理人口 21,004 21,004 0.14 2,941 82%

ブータン人口 886,523
都市集合処理人口 124,026 14%
集落集合処理人口 82,683 9%
個別・小規模集合処理人口 679,814 77%

サムドゥプ・ジョンカル県

ワンデュ・ポダン県

サムツェ県

サルパン県

ティンプー県

タシガン県

ブータン全土

集合処理人口
個別処理人口区分 各事業の整備率

シェムガン県

県名 人口区分 排水路普及率

タシ・ヤンツェ県

トンサ県

チラン県
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７－表３ 県別下水処理事業費 1/2 

人 ｍ3/日 千円 千円 ｍ ｍ 千円 千円 千円 千Ｎｕ 千Ｎｕ 千Ｎｕ

都市集合処理区域 3,116 437 1,100 480,700 5.0 15,600 65 1,014,000 1,494,700 92,600 195,400 288,000

集落集合処理区域 2,077 291 1,100 320,100 5.0 10,400 65 676,000 996,100 61,700 130,300 192,000

個別・小規模集合処理 16,970 2,376 510 1,211,800 1,211,800 700,500 700,500

合計 22,163 3,104 2,012,600 1,690,000 3,702,600 854,800 325,700 1,180,500

都市集合処理区域 15,746 2,205 1,100 2,425,500 5.0 78,800 65 5,122,000 7,547,500 467,300 986,900 1,454,200

集落集合処理区域 10,497 1,470 1,100 1,617,000 5.0 52,500 65 3,412,500 5,029,500 311,600 657,500 969,100

個別・小規模集合処理 77,480 10,848 510 5,532,500 5,532,500 3,198,000 3,198,000

合計 103,723 14,523 9,575,000 8,534,500 18,109,500 3,976,900 1,644,400 5,621,300

都市集合処理区域 3,441 482 1,100 530,200 5.0 17,300 65 1,124,500 1,654,700 102,200 216,700 318,900

集落集合処理区域 2,294 322 1,100 354,200 5.0 11,500 65 747,500 1,101,700 68,200 144,000 212,200

個別・小規模集合処理 26,180 3,666 510 1,869,700 1,869,700 1,080,800 1,080,800

合計 31,915 4,470 2,754,100 1,872,000 4,626,100 1,251,200 360,700 1,611,900

都市集合処理区域 313 44 1,100 48,400 5.0 1,600 65 104,000 152,400 9,300 20,000 29,300

集落集合処理区域 208 30 1,100 33,000 5.0 1,100 65 71,500 104,500 6,400 13,800 20,200

個別・小規模集合処理 3,912 548 510 279,500 279,500 161,600 161,600

合計 4,433 622 360,900 175,500 536,400 177,300 33,800 211,100

都市集合処理区域 2,258 317 1,100 348,700 5.0 11,300 65 734,500 1,083,200 67,200 141,500 208,700

集落集合処理区域 1,505 211 1,100 232,100 5.0 7,600 65 494,000 726,100 44,700 95,200 139,900

個別・小規模集合処理 12,194 1,708 510 871,100 871,100 503,500 503,500

合計 15,957 2,236 1,451,900 1,228,500 2,680,400 615,400 236,700 852,100

都市集合処理区域 2,221 311 1,100 342,100 5.0 11,200 65 728,000 1,070,100 65,900 140,300 206,200

集落集合処理区域 1,481 208 1,100 228,800 5.0 7,500 65 487,500 716,300 44,100 93,900 138,000

個別・小規模集合処理 17,575 2,461 510 1,255,100 1,255,100 725,500 725,500

合計 21,277 2,980 1,826,000 1,215,500 3,041,500 835,500 234,200 1,069,700

都市集合処理区域 6,460 905 1,100 995,500 5.0 32,300 65 2,099,500 3,095,000 191,800 404,500 596,300

集落集合処理区域 4,307 603 1,100 663,300 5.0 21,600 65 1,404,000 2,067,300 127,800 270,500 398,300

個別・小規模集合処理 40,651 5,692 510 2,902,900 2,902,900 1,678,000 1,678,000

合計 51,418 7,200 4,561,700 3,503,500 8,065,200 1,997,600 675,000 2,672,600

都市集合処理区域 6,886 965 1,100 1,061,500 5.0 34,500 65 2,242,500 3,304,000 204,500 432,100 636,600

集落集合処理区域 4,590 643 1,100 707,300 5.0 23,000 65 1,495,000 2,202,300 136,300 288,100 424,400

個別・小規模集合処理 39,056 5,468 510 2,788,700 2,788,700 1,612,000 1,612,000

合計 50,532 7,076 4,557,500 3,737,500 8,295,000 1,952,800 720,200 2,673,000

都市集合処理区域 2,723 382 1,100 420,200 5.0 13,700 65 890,500 1,310,700 81,000 171,600 252,600

集落集合処理区域 1,816 255 1,100 280,500 5.0 9,100 65 591,500 872,000 54,000 114,000 168,000

個別・小規模集合処理 25,603 3,585 510 1,828,400 1,828,400 1,056,900 1,056,900

合計 30,142 4,222 2,529,100 1,482,000 4,011,100 1,191,900 285,600 1,477,500

都市集合処理区域 4,405 617 1,100 678,700 5.0 22,100 65 1,436,500 2,115,200 130,800 276,800 407,600

集落集合処理区域 2,936 412 1,100 453,200 5.0 14,700 65 955,500 1,408,700 87,300 184,100 271,400

個別・小規模集合処理 25,460 3,565 510 1,818,200 1,818,200 1,051,000 1,051,000

合計 32,801 4,594 2,950,100 2,392,000 5,342,100 1,269,100 460,900 1,730,000

小計（1） 364,361 51,027 32,578,900 25,831,000 58,409,900 14,122,500 4,977,200 19,099,700

計画人口
管路施設
1m当り単価

施設建設金額
合計

施設建設金額
合計

パロ県

ペマガツェル県

プナカ県

ガサ県

ハ県

ルンツェ県

モンガル県

県名

ブムタン県

チュカ県

ダガナ県

処理施設
建設金額

計画処理
水量

人口区分

処理施設

1m
3
当り単価

管路1人当り
延長

管路施設
建設延長

管路施設
建設金額

処理施設
建設金額

管路施設
建設金額
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７－表４ 県別下水処理事業費 2/2 

 
 

人 ｍ3/日 千円 千円 ｍ ｍ 千円 千円 千円 千Ｎｕ 千Ｎｕ 千Ｎｕ

都市集合処理区域 4,033 565 1,100 621,500 5.0 20,200 65 1,313,000 1,934,500 119,700 253,000 372,700

集落集合処理区域 2,688 377 1,100 414,700 5.0 13,500 65 877,500 1,292,200 79,900 169,100 249,000

個別・小規模集合処理 41,151 5,762 510 2,938,600 2,938,600 1,698,600 1,698,600

合計 47,872 6,704 3,974,800 2,190,500 6,165,300 1,898,200 422,100 2,320,300

都市集合処理区域 6,690 937 1,100 1,030,700 5.0 33,500 65 2,177,500 3,208,200 198,600 419,600 618,200

集落集合処理区域 4,460 625 1,100 687,500 5.0 22,300 65 1,449,500 2,137,000 132,500 279,300 411,800

個別・小規模集合処理 72,183 10,106 510 5,154,100 5,154,100 2,979,200 2,979,200

合計 83,333 11,668 6,872,300 3,627,000 10,499,300 3,310,300 698,900 4,009,200

都市集合処理区域 5,235 733 1,100 806,300 5.0 26,200 65 1,703,000 2,509,300 155,400 328,100 483,500

集落集合処理区域 3,490 489 1,100 537,900 5.0 17,500 65 1,137,500 1,675,400 103,600 219,200 322,800

個別・小規模集合処理 43,580 6,102 510 3,112,000 3,112,000 1,798,800 1,798,800

合計 52,305 7,324 4,456,200 2,840,500 7,296,700 2,057,800 547,300 2,605,100

都市集合処理区域 38,539 5,396 1,100 5,935,600 5.0 192,700 65 12,525,500 18,461,100 1,143,700 2,413,400 3,557,100

集落集合処理区域 25,693 3,598 1,100 3,957,800 5.0 128,500 65 8,352,500 12,310,300 762,600 1,609,300 2,371,900

個別・小規模集合処理 68,746 9,625 510 4,908,800 4,908,800 2,837,500 2,837,500

合計 132,978 18,619 14,802,200 20,878,000 35,680,200 4,743,800 4,022,700 8,766,500

都市集合処理区域 6,500 910 1,100 1,001,000 5.0 32,500 65 2,112,500 3,113,500 192,900 407,000 599,900

集落集合処理区域 4,334 607 1,100 667,700 5.0 21,700 65 1,410,500 2,078,200 128,700 271,800 400,500

個別・小規模集合処理 56,542 7,916 510 4,037,200 4,037,200 2,333,600 2,333,600

合計 67,376 9,433 5,705,900 3,523,000 9,228,900 2,655,200 678,800 3,334,000

都市集合処理区域 3,391 475 1,100 522,500 5.0 17,000 65 1,105,000 1,627,500 100,700 212,900 313,600

集落集合処理区域 2,261 317 1,100 348,700 5.0 11,400 65 741,000 1,089,700 67,200 142,800 210,000

個別・小規模集合処理 19,171 2,684 510 1,368,800 1,368,800 791,200 791,200

合計 24,823 3,476 2,240,000 1,846,000 4,086,000 959,100 355,700 1,314,800

都市集合処理区域 1,588 223 1,100 245,300 5.0 8,000 65 520,000 765,300 47,300 100,200 147,500

集落集合処理区域 1,059 149 1,100 163,900 5.0 5,300 65 344,500 508,400 31,600 66,400 98,000

個別・小規模集合処理 15,970 2,236 510 1,140,400 1,140,400 659,200 659,200

合計 18,617 2,608 1,549,600 864,500 2,414,100 738,100 166,600 904,700

都市集合処理区域 1,708 240 1,100 264,000 5.0 8,600 65 559,000 823,000 50,900 107,700 158,600

集落集合処理区域 1,138 160 1,100 176,000 5.0 5,700 65 370,500 546,500 33,900 71,400 105,300

個別・小規模集合処理 22,863 3,201 510 1,632,500 1,632,500 943,600 943,600

合計 25,709 3,601 2,072,500 929,500 3,002,000 1,028,400 179,100 1,207,500

都市集合処理区域 5,950 833 1,100 916,300 5.0 29,800 65 1,937,000 2,853,300 176,600 373,200 549,800

集落集合処理区域 3,967 556 1,100 611,600 5.0 19,900 65 1,293,500 1,905,100 117,800 249,200 367,000

個別・小規模集合処理 33,523 4,694 510 2,393,900 2,393,900 1,383,800 1,383,800

合計 43,440 6,083 3,921,800 3,230,500 7,152,300 1,678,200 622,400 2,300,600

都市集合処理区域 2,823 396 1,100 435,600 5.0 14,200 65 923,000 1,358,600 83,900 177,800 261,700

集落集合処理区域 1,882 264 1,100 290,400 5.0 9,500 65 617,500 907,900 56,000 119,000 175,000

個別・小規模集合処理 21,004 2,941 510 1,499,900 1,499,900 867,000 867,000

合計 25,709 3,601 2,225,900 1,540,500 3,766,400 1,006,900 296,800 1,303,700

小計（2） 522,162 73,117 47,821,200 41,470,000 89,291,200 20,076,000 7,990,400 28,066,400
合計 886,523 124,144 80,400,100 67,301,000 147,701,100 34,198,500 12,967,600 47,166,100

管路施設
建設金額

施設建設金額
合計

管路施設
1m当り単価

管路施設
建設金額

施設建設金額
合計

処理施設
建設金額計画人口

処理施設

1m
3
当り単価

管路1人当り
延長

管路施設
建設延長

処理施設
建設金額

シェムガン県

県名 人口区分

計画処理
水量

タシ・ヤンツェ県

トンサ県

チラン県

ワンデュ・ポダン県

サムツェ県

サルパン県

ティンプー県

タシガン県

サムドゥプ・ジョンカル県
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7.2 事業実施の効果 

（1）個別処理・小規模集合処理整備の効果 

現在家庭排水は、し尿につてはセプテックタンクで一次処理を行った後、浸透槽で地下浸透

されている。また雑排水は、直接側溝や河川に放流されている。このような状況と土壌浄化法

による水処理技術を導入した場合の環境へのBOD汚濁負荷量の削減効果等を以下に示す。 

７－表５ 土壌浄化法を導入した場合のBOD 汚濁負荷量の削減効果比較 

項 目 現在のブータンの個別処理状況 毛管浸潤トレンチ設置の場合 

1人当りの 

汚濁負荷量 

（g/人・日） 

45 [し尿 18、雑排水27とする] 
 

（5.3 下水水質より） 

45 [し尿 18、雑排水27とする] 
 

（5.3 下水水質より） 

処理フロー 

負荷除去計算 

除去率 
※1 日本の浄化槽構

造基準で示されて

いる沈殿放流の浄

化槽のBOD除去率を

採用。 

※2 実績値 

  

1人1日当り環境

に放出される 

汚濁負荷量 

（g/人・日） 

35 1 

 

雑排水（27g） し尿（18g） 

セプテックタンク 
（55％程度除去）※1 

（8.1≒8g） 

家庭からの汚濁負荷量 

浸透槽 

雑排水（27g）+し尿（8g）＝35ｇ 

35ｇ 

雑排水（27g） し尿（18g） 

 
沈殿分離槽 

＋毛管浸潤トレンチ 
（97％程度除去）※2 

（1.4≒1g） 

家庭からの汚濁負荷量 

1ｇ 

27+18＝45ｇ 
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（2）集合処理整備の効果 

現在ブータン国内には下水処理場が 4 箇所稼働しており、滞留時間 54 日間の酸化安定池法

が採用されている。この処理場は、オープン処理場で臭気や害虫の発生が生じている。このよ

うな状況の処理場と土壌被覆型工法による水処理技術を導入した場合の環境への BOD 汚濁負

荷量の削減効果等を以下に示す。 

７－表６ 土壌浄化法を導入した場合のBOD 汚濁負荷量の削減効果比較 

項 目 既設の酸化安定池法 土壌被覆型工法 

1人当りの 

汚濁負荷量 

（g/人・日） 

45 [し尿 18、雑排水27とする] 
 

（現地調査資料：Ⅲブータン全国下水道整

備計画 5.3下水水質より） 

45 [し尿 18、雑排水27とする] 
 

（現地調査資料：Ⅲブータン全国下水道整

備計画 5.3 下水水質より） 

処理フロー 

負荷除去計算 

除去率 
※3：ティンプーの

処理場の設計値を

採用。 

※4：土壌被覆型礫

間接触酸化法設計

基準を採用。 

  

1人1日当り環境

に放出される 

汚濁負荷量 

（g/人・日） 

7 3 

 

雑排水（27g） し尿（18g） 

 
土壌被覆型工法 

（90～95％程度除去）※4 
（3.4≒3g） 

家庭からの汚濁負荷量 

3ｇ 

27+18＝45ｇ 

雑排水（27g） し尿（18g） 

 
酸化安定池法 

（85％程度除去）※3 
（6.8≒7g） 

家庭からの汚濁負荷量 

7ｇ 

27+18＝45ｇ 
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